中小企業被災地事業継続特別支援事業
専門家派遣申込前確認リスト

· 提出前に下記の基本的要件などを確認してください

	確　認　事　項
	ご回答
	備　考

	1 「中小企業基本法」に規定する中小企業（製造業：資本金3億円以下又は
従業員300人以下）に該当する
	はい
	いいえ
	

	2 直近決算期の売上高の内、製造業の売り上げが占める割合が最も高い
	はい
	いいえ
	

	3 大企業（中小企業者以外の者）が、単独で発行株式総数または出資総額の２分の１以上を所有または出資していない
	はい
	いいえ
	

	4 大企業（中小企業者以外の者）が、複数で発行株式総数または出資総額の３分の２以上を所有または出資していない
	はい
	いいえ
	

	5 役員総数の２分の１以上を大企業の役員または職員が兼務していない
	はい
	いいえ
	

	6 その他大企業が実質的な経営に参画していない
	はい
	いいえ
	

	7 平成23年3月11日以前から、東京都内に本社登記している

※個人事業主の場合は、平成23年3月11日以前から都内で事業を営んでいる
	はい
	いいえ
	

	8 東京都内に主たる事業所があり、１年以上事業を継続している
	はい
	いいえ
	

	9 被災地に平成23年3月11日以前から、事業を行っていた生産基盤（施設、設備）としての事業所がある
	はい
	いいえ
	

	10 被災事業所が「特定被災区域」にある場合、「全壊」、「大規模半壊」若しくは「半壊」の罹災証明を受けている、又はその他これに準じる証明を受け、操業の継続が困難になっていることが写真等により確認できる
「警戒区域」、「計画的避難区域」又は「緊急時避難準備区域」にある場合、立地や操業継続が困難となっている
	はい
	いいえ
	

	11 都税事務所発行の法人事業税及び法人都民税の納税証明書が入手できる※個人事業主で事業税が非課税の場合は、所得税（税務署発行）及び住民税（市区町村発行）の納税証明書
	はい
	いいえ
	

	12 事業税等を滞納していない
	はい
	いいえ
	

	13 申込書「企業概要」は登記簿謄本の内容と同一である（法人のみ）
	はい
	いいえ
	

	14 申込書「役員・株主名簿」は登記簿謄本の内容と同一である（法人のみ）
	はい
	いいえ
	

	15 申込書「役員・株主名簿」は税務署に提出した確定申告書の別表二のとおりである
	はい
	いいえ
	

	16 「中小企業被災地事業継続特別支援事業　募集要項」に記載の内容を確認した
	はい
	いいえ
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